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人権回復の場としての児童養護施設の課題
― 施設を子どもたちの人権回復の場として定着させるために ―
永　井　　　亮＊
抄　録
　厚生労働省によると、2006年度は過去最多の37,343件の児童虐待通告・相談が全国の児
童相談所に寄せられている。現在、施設ケアの場合、児童養護施設が被虐待児を最も多く受
け入れている。彼らはその辛い体験から甚大な心的外傷を抱えている。また、児童虐待防止
法第1条に、児童虐待が「著しい人権侵害」であると規定されており、彼らは著しい人権侵
害をも被っていることになる。したがって、児童養護施設では彼らの心的外傷と侵された人
権を回復するための援助が重要となっている。しかし、本来専門的な援助を受けられるはず
の児童養護施設での虐待が度々明らかになっている。家庭と施設の両方から傷つけられる子
どもの心は想像を絶する。そのようなことが二度と起きないように、筆者は児童養護施設が
子どもたちの人権回復の場となるには、児童指導員や保育士はどうあるべきか、またそうし
た専門職の養成教育や我が国の福祉制度がどうあるべきかを検討し、提言したい。
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１．はじめに － 問題の所在 －
　厚生労働省の2007年の発表によると，2006年度
に全国の児童相談所に寄せられた児童虐待通告・
相談件数は過去最多の 37,343 件で，前年度より
2,871件多く，調査を開始した1990年度（1,101件）
の約34倍，「児童虐待の防止等に関する法律」（以
下，「児童虐待防止法」と略す）が施行される前年
度の1999年度（11,631件）の3倍以上と，年々増
加している。１）児童虐待通告・相談がこれだけ増
えたのは，2000年の児童虐待防止法の施行で，児
童虐待に関する認識や理解が社会一般に深まった
ことも一つの要因として挙げられよう。その一方
で，現代社会では親が子育てに不安や困難さを抱
え，虐待行為に至ってしまうケースも多いのでは
ないだろうか。２）
　また，厚生労働省の2006年の発表では，2005年
度に全国の児童相談所が受け付けた児童虐待通
告・相談34,472件への対応としては，児童福祉司
による助言指導・継続指導等の「面接指導」が
■ 投稿論文 ■ 
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28,070件（全体の81.3％）と最も多く，「施設入所
措置」は約1割の3,621件で，そのうち児童養護施
設への入所措置が2,487件（施設入所の68.7％）と
最も多くなっている。３）したがって，現在のとこ
ろ，被虐待児が在宅ケアではなく施設ケアを受け
る場合，約７割が児童養護施設へ入所しているこ
ととなる。
　ところが，この様に，児童養護施設は多くの虐
待された子ども達を受け容れているにも関わらず，
すなわち，社会福祉施設として被虐待児に専門的
な援助をするはずの児童養護施設で，「施設内虐
待」が度重なり起きているという現実がある。
　1995年に福岡県で，1996年に千葉県で，その後
も神奈川県や茨城県でも，児童養護施設での施設
内虐待が発覚し，メディアでも大きく報じられた。
ここで施設内虐待の実態として，上記千葉県の児
童養護施設の子ども達が千葉県知事あてに書いた
手紙を紹介したい。
　この引用は本論文頁数からすると若干長くなる
が，本論を進めていくうえで「施設内虐待を受け
た子ども達の『生の声』をもとに筆者自身，また
本論文を読まれる方々が，このような施設内虐待
が実際に起きていた（もしかしたら今もどこかの
施設で起きているかもしれない）という問題意識」
を持つことが不可欠と思われるので，編者が中略
した部分以外の全文をあえて引用する。
「①私達は以前から園長先生による『虐待』を受けて
きました。叱られれば『たたく』のはもちろん，やが
て，“殴る”・“蹴る”に変わり，最後には“竹刀で叩
く”・“ハサミをあてて実際傷つける”・“包丁で足を傷
つける”と言ったように，身体を傷つけられることも
多くありました。（中略）その間，私達は恐怖のあまり
何もいえなくなります。何か一言でも言おうものな
ら，言えば言うほど殴られ・蹴られ，ボコボコにされ
ました。
　②園長先生はよく，学校が休みになると，私達や先
生方を集めて話しをすることがありました。その中で
皆思うことは『園長先生は何を考えているかわからな
い。』ということです。本人の前では怖すぎてこんな
ことは言えませんが，園長先生が言うことは難しいも
のばかりなのです。（中略）それなのに，園長先生の望
んでる通りの答えでなければずっと立たされている
か，話しから除外されるかのどちらかです。（中略）悩
んでいる私達を，『なぜ，人が聞いているのに答えな
い!?』と，どんどん追求してそのうち怒り出したり，
食事を抜きにされたりすることが多くありました。
　③園の生活は規則でがっちり縛られています。その
中でも私達が特に『嫌だ』と感じているものを下にあ
げます。
・夕食が早い（午後５時）
・消灯が早い（全員平日午後８時，休日午後９時）
・門限が早い（全員午後５時）
・平日，ＴＶが見れない（休日やその前日だけ）
・部活になかなか入らせてもらえない（現在は，テレ
ビ，部活に関しては改善されています）。（中略）
　今まで私達は，このようなことを文句を言いながら
も我慢してきました。それには，私達を守ってくれる
保母先生たちがいたからです。ところが４月になって
ほとんどの保母先生が辞めてしまうということで，私
達は園長先生に抗議しに行きました。園長先生は，『先
生方が辞めるのは先生方の自由だ』『先生方のかわり
はいっぱいいる』などと言いました。私達は真剣に訴
えているのに笑ってごまかしたり，いつものように難
しいものの言い方をしてきちんと答えてくれず，私達
はごまかされているとしか思えませんでした。私達は
『こんな園長となんかいたくない』『こんな生活嫌だ』
と思い，助けてもらおうと児相に行ったのです。
　私達は児相で１～３週間（長くて）程生活しました。
今までの不安や嫌だったことを相談所の先生と話し，
私達は『園が良くなりますように』『園長先生が方針
を改めてくれますように』などと願っていました。そ
の反面，『そう簡単に園（園長）が変わるか』とも思っ
ていました。（学校に通うために園にもどったあと：編
者注）案の上，園長先生はちっとも変わっていません
でした。園長先生は私達に，形の上では謝りましたが，
そのとき笑っていたし，体罰に関して『自分だけの責
任ではない。君たちも悪い。』と言いました。私達はそ
れを聞いて大変ショックを受けました。（中略）
　それからというもの，今では園長先生は『虐待』は
しません。『私達がまた児相に逃げたりするのが嫌だ
から』『一大事（新聞・テレビ・世間体が悪い）になる
と困るから』と，こういった事だからやらないだけだ
としか思えません。園長先生自身からは反省の気持ち
は伝わってこず，今までと変わってないように思いま
す。私達にとって，これは怖いことです。いつ，また
あの時のようなことが起こるかわからないからです。
（中略）
　大人の世界では園長先生のしたことは許されるので
しょうか？
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　園長先生は今まで，『悪いことをしたらきちんと謝
り，自分なりに責任をとりなさい』と言ってきました
が，園長先生の場合はどうなるのでしょうか？
私達の正直な気持ちは，『園長先生とは一緒に生活し
たくない』ということです。私達の声を聞いてくださ
い。皆，思いは同じです。」（平湯真人，2000）４）
　この児童養護施設の施設長をはじめ幾人かの児
童指導員や保育士（以下，「職員」と称す）は，子
どもをまるで自分の所有物のように扱い虐待し，
その結果子どもたちの心は傷つけられ，人権は侵
害された。彼らは家庭で辛い思いをし，自分の意
思に反してでも措置制度という行政処分で児童養
護施設に入所させられ，そこで手厚い援助を受け
るはずが，更にまた辛い思いをせざるを得なかっ
たのである。その二重の苦しみは，想像に堪えが
たい。
　児童養護施設での施設内虐待は最近でも起きて
いる。例えば2006年８月21日付の毎日新聞によれ
ば，埼玉県内の児童養護施設において，女性保育
士が入所男子児童と複数回にわたり性的関係をも
ち，また同じ施設で男性児童指導員が入所女子児
童と性的関係をもったことが報道されている。
　ところで，本来愛し護ってくれるはずの親から
日常的に虐待を受けていた子どもは深刻な心的外
傷を抱える。また2004年に改正された児童虐待防
止法第1条には「この法律は，児童虐待が児童の
人権を著しく侵害し，（後略）」（下線は筆者によ
る）と，児童虐待が「著しい人権侵害」であるこ
とが定義されている。
　したがって，児童養護施設の職員に求められて
いることは，虐待によって痛めつけられた子ども
たちの「心的外傷」を癒し，同時に著しく侵害さ
れた「人権」を回復させるという両方の関わりな
のである。
　Erikson, E. H. の発達理論から考えると，人間は
乳児期には，養育者（多くの場合は母親であるが，
それが父親や乳児院の職員などである場合も考え
られる）と子どもとの二者関係である。この乳児
期の「分離不安」などによる「信頼 対 不信」と
いう葛藤の過程で，子どもは養育者との間で「信
頼」を勝ち取っていく。信頼は人間関係の基本と
なる大切な要素であり，子どもの人格形成の基盤
となっていくものである。したがって，このよう
に健全な発達段階を遂げている子どもを「ゼロ」
とすれば，健全な発達が被虐待体験によって妨げ
られた子ども達への援助は「マイナス」からのス
タートとなる。そして少しでもゼロに近づけ，さ
らに「プラス」に繋げられるように援助していか
なければならない。それ故に，施設内虐待という
人権侵害などあってはならないのである。
　以上の理由から，筆者は本論文で児童養護施設
を「心的外傷の癒しと，著しく侵害された人権回
復の場」と位置づけ，我が国の児童養護施設で
日々子どもたちの援助を行っている職員が，施設
内虐待という「現実」にしっかりと向き合い，子
どもの健全育成や最善の利益のために，自分たち
は今何をするべきかを真剣に議論するための提言
をしたい。なお，本論文では被虐待児が抱える心
的外傷への関わりと人権回復への関わりのうち，
主に後者に焦点化して論じることにする。５）
２．現在の児童養護施設に求められている
社会的役割
１）セラピューティックな生活支援
　被虐待児は心的外傷を負っている。東京都の
2001年の調査では，児童養護施設入所児童の多く
にいわゆる「問題行動」が見られるという結果が
出ている。その問題行動の細目を見ると，被虐待
児は「施設内での他児への威圧，暴力行為」「学力
不振」「気分の波が激しい」「自己中心的で要求が
しつこい」「大人を怒らせるような行動」の5項目
においてそれぞれ20％を超える。６）これら5項目
は虐待を受けた入所児童のほうが，虐待が確認さ
れていない入所児童よりも高率であることからも，
これらの問題行動と被虐待体験との因果関係が考
えられる。したがって，これらの問題行動は，彼
らの心的外傷からくる表面的なサインであり，そ
の裏側には彼らの本当のニーズが隠されているの
ではないだろうか。例えば，非常にイライラして
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職員に暴言を吐く子どもがいるとする。一見，そ
れは単に他者に対する威圧として捉えることもで
きよう。しかし，その子どもが被虐待児である場
合，本当はその子どもは職員に自分がイライラし
ていることを伝え，何とかしてほしいと思ってい
ることが考えられる。しかしそれがどうしても暴
力的な表現になってしまうのは被虐待体験の心的
外傷からくるものであり，本人自身もコントロー
ルが効かない状態なのである。したがって，職員
は常に子どもの問題行動が何を表そうとしてい
るのかを適切にアセスメントし，子どもを受容し，
そして適切な援助を行うことが大切である。
　児童養護施設は第２次世界大戦後の戦災孤児へ
衣食住を提供するという「家庭の代替施設」とし
ての社会的役割から，現在は親が居ても，児童虐
待を含む様々な環境的要因で施設入所措置された
子どもたちに，その心的外傷を癒す「生活治療施
設」としての社会的役割へと転換を求められてい
る。
　そこで厚生労働省は，2006年度から全国の児童
養護施設，乳児院，母子生活支援施設の約半数に
あたる498箇所に常勤の心理療法担当職員を配置
し，施設内において当該職員による利用者への心
理療法が行われるようになった。
　しかし，児童養護施設に被虐待児が多く入所し
ているとはいえ心理療法担当職員を配置すればそ
れで事が足りるわけではない。また，虐待をした
親から子どもを引き離し施設に保護するだけでも
十分ではない。日々の生活全体を援助する職員
（＝福祉専門職）が，生活環境そのものにセラ
ピューティックな要素を含んだ関わりをすること
で初めて心理療法を導入したことや親子分離をし
たことが，子どもの健全育成にとってプラスで
あったと評価できる条件を整えることになるので
ある。このような条件整備を前提に，施設から社
会に巣立ったり，家族再統合がなされたりなど，
子どもの自立が支援されるのではないだろうか。
　生活環境そのものにセラピューティックな要素
を込めた関わりをするということは，子ども達と
日常生活を共にする職員でこそ出来る関わりであ
り，この専門的援助の技法を職員は習得し，自ら
の使命に誇りを持って実践することが求められ
る。７）
２）子どもたちへの安心と安全の保障
　しかし，心的外傷の一方で，既述のように被虐
待児は「人権」をも侵害されたことも忘れてはな
らない。つまり養育者が子どもを自分の所有物の
ように扱ったということである。
　被虐待児は，家庭で殴られたり，外に出された
り，食事を与えてもらえなかったり，意思や存在
を無視されたりしてきたのである。身体的虐待，
性的虐待，ネグレクト，心理的虐待と，虐待の類
型は違えども，それらは全て児童虐待による著し
い人権侵害なのである。
　平湯は，人権を「およそ人が人として生きてい
く支えは，自分が生きていく価値がある，という
実感であり，自分が自分の人生の主人公であり，
自分の人生は自分が選び取った結果である，とい
えるだけの自覚であり，選択の結果は自分で担お
うとする決意」（平湯真人，2000）８）であると説明
している。つまり人権とは，自分の日々の生活や
人生における自己決定が保障されていることとい
えるのではないだろうか。
　それを著しく侵害された子ども達は，「自分が悪
い子だったから殴られた」「自分なんて存在する
意味がない」など強い自己否定感にかられる場合
も少なくない。それ故に日常生活での友達付き合
いや，新しいことに挑戦することなど，些細なこ
とにも自信が無く，失敗体験とそれにともなう更
なる自己否定感を恐れて第一歩を踏み出せないで
いる。
　児童養護施設の職員には，福祉専門職として子
ども達が「自分は生きていく価値がある」と思え，
自分が人生の主人公であると自覚でき，将来への
希望を語ることができ，そして新しい自分への第
一歩を踏み出せるような援助が必要なのである。
そのために職員は，子どもたちとしっかりとした
信頼関係を築き，子ども達が自分は職員にしっか
り受け容れられていると感じることができ，そし
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て当たり前の日常生活が誰からも脅かされること
なく安心で安全であるように，生活環境を整えて
いくことが非常に重要な鍵となる。
３．著しく侵害された子どもの人権回復の
ための法整備
　先述した千葉県での施設内虐待の発覚以降，我
が国では子どもの人権を護るための法整備が進め
られてきた。例えば1998年２月に「児童福祉施設
最低基準」（以下，「最低基準」と略す）第９条の
３で，児童福祉施設の長に懲戒に係る権限の濫用
禁止が規定された。
　また，2000年に「社会福祉事業法」が「社会福
祉法」と改正された際にも，その目的として「こ
の法律は，社会福祉を目的とする事業の全分野に
おける共通的基本事項を定め，社会福祉を目的と
する他の法律と相まって，福祉サービスの利用者
の利益の保護及び地域における社会福祉（以下，
「地域福祉」という。）の推進を図るとともに，社
会福祉事業の公明かつ適正な実施の確保及び社会
福祉を目的とする事業の健全な発達を図り，もっ
て社会福祉の増進に資することを目的とする。」
（同法第１条）と規定し，利用者の自己決定や，利
用者と地方公共団体・福祉サービス事業者との対
等な関係などを謳っている。
　社会福祉事業法から社会福祉法への社会福祉基
礎構造改革によって，高齢者福祉分野や障害者福
祉分野，また児童福祉分野でも保育所，助産施設
と母子生活支援施設は措置制度から利用・契約制
度へと転換した。その一方で現在も措置制度が継
続している児童養護施設においてもなお，パター
ナリズムに陥る危険性を孕むことをしっかりと自
覚しつつ，社会福祉の共通基盤である社会福祉法
の目的は遵守されなければならない。
　同年に児童虐待防止法が議員立法という形で制
定され，児童虐待の定義や児童虐待に係る通告な
どが規定された。2004年の改正で，児童虐待が著
しい人権侵害であること，ＤＶによる子どもの心
的外傷が心理的虐待の定義に入ったこと，虐待通
告では，それまでの「児童虐待を受けた児童を発
見した者は」という表現から「児童虐待を受けた
と思われる児童を発見した者は」（下線は筆者によ
る）と言う表現に変わったこと，施設入所児童と
親との面会・通信の制限が出来るようになったこ
となど，より一層子どもを虐待から守る方向への
法整備をしている。また2007年には国会で再度法
改正をし，児童相談所の児童福祉司による家庭へ
の強制立ち入りを可能とする改正児童虐待防止法
が2008年に施行される。
　また，さかのぼれば 1989 年に国連が制定した
「児童の権利に関する条約」（以下，「子どもの権利
条約」と略す）を，その５年後の1994年に世界で
158番目という遅さではあったが我が国も批准し，
以後それは国内法と同じ扱いとなっている。
　エレン・ケイが「20世紀は児童の世紀」と謳っ
て以降，1924年の「ジュネーブ宣言」，1948年の
「世界人権宣言」，1959年の「児童の権利に関する
宣言」などを経て，人類が勝ち取ってきた子ども
の権利に関する集大成がこの子どもの権利条約で
ある。この条約は，「児童の最善の利益」「児童の
意見表明権」などを定めており，子どもが「権利
の享有主体」としてのみならず，「権利の行使主
体」でもあることをも規定している。
　先述の施設内虐待は全て，子どもの権利条約を
我が国が批准して以降の事件であり，社会福祉実
践の中でこの条約の理念が徹底しきれていないこ
とを露呈した形となった。国連子どもの権利委員
会が子どもの権利条約第44条に基づき日本の児童
養護について審査した結果，1998年に同委員会か
ら日本政府に対し所謂「社会的養護の強化」が勧
告された。
　このような状況下で，児童福祉の更なる向上の
ために，職員は「人権」について今一度しっかり
と捉えなおす必要があるのではないだろうか。法
律を作るのはそれ自体大切なことであるが，本当
に大切なことは，その法律が適正に運用されてい
るかどうかであろう。それも含めて，今一度「人
権」について考えてみたい。
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４．著しく侵害された子どもの人権回復の
ための関わり
　人権という言葉は，第２次世界大戦後の世界中
の様々な法律や条約に込められ，制度として整備
されつつあるように見える。しかし，若松は名古
屋刑務所内での看守による受刑者暴行事件を挙げ
て，「これが『よその世界』のお話であるというの
は，部分的には正しい。受刑者は塀の中の存在と
して，『普通の人間ではない』という言い方もでき
ないわけではないからだ。しかし　この『普通の
人間ではない』という言い方が人権侵害を行う側
の常套句であることにも留意すべきである。」（若
松良樹，2003）９） と述べている。
　この名古屋刑務所の「看守（普通の人間である）
― 受刑者（普通の人間ではない）」という上下関
係や主従関係から起きた事件は，先述した児童養
護施設での事件と共通する部分はないだろうか。
「大人 ― 子ども」「サービス提供者 ― サービス
受給者」という上下関係や主従関係がもし児童養
護施設内に存在するとすれば，職員が子どもに対
していわゆる「普通の人間ではない」という見方
をする危険性もありえるのではないか。もしそう
であれば，それが施設内虐待を行う側の常套句に
なるであろう。
　近代人権論は，自然法的規範説，いわゆるル
ソーに代表される自然権思想を基礎に形成された｡
近代人権論はいわゆる「国家からの自由」「権力か
らの自由」，つまり「自由権」を選択し，「夜警国
家」「消極国家」といわれるように，国家の役割は
最小限度に限られるべきだと考えられた。
　しかし現代人権論では，近代人権論を基本的に
は継承しつつも，新たに「社会権」を取り入れた｡
「国家への自由」「権力への自由」，また「社会国家」
「積極国家」ともいわれるように，国家の役割に社
会領域への積極的介入が求められるようになった
のである。つまり，「自由権を『能動的権利』，社
会権を『受動的権利』」（網野武博，2002）10）とい
うことができ，人間はこの両方の権利を持ってい
るということである。人間が社会で自己実現欲求
を満たすにあたり，他者との関わりは欠かせない。
私人間や私人と国家などとの相互関係において，
能動的権利と受動的権利の主体者として相互承認
していくことにより，自己実現は満たされる。
　この人権論を子どもに当てはめてみると，子ど
もは大人に「育てられる」ことによって成長する。
つまり受動的権利を享受する。しかし，同時に子
どもも大人と同じ人間であり，能動的権利の行使
主体者であることも忘れてはならない。これは子
どもの権利条約第12条の「意見表明権」に強く表
れている。この意見表明権は同条約の大きな特徴
である。11）
　被虐待児は，例えば施設内で職員に対して反抗
的であったり暴力的であったりすることもあるが，
それは児童虐待による心的外傷から精神的に混乱
状態であることを表現しており，社会的に適切と
思われる方法で意思を表現することが苦手だから
である。決して彼らが悪意を持ってそのような行
動をしているのではない。そしてそうした反抗的，
暴力的な行動は，子どもの心の叫びであり，つま
りその表面の破壊的行動の裏には子どもの真の
ニーズが潜んでいるのである｡これは現代人権論か
ら考えれば，子どもが自らの能動的権利や受動的
権利を追求する行動，つまり人間としてよりよく
生きたいという自己実現欲求を表現している行動
であるとも考えられる｡子どもは決して大人の従属
物ではないのである。その真のニーズをソーシャ
ルワークの専門的視点からしっかりと受容し，適
切に援助するのが職員の役割ではないだろうか。
児童福祉法という公法によって規定された児童養
護施設と，そこで働く職員は，子どもの人権尊重
義務に由来した積極的義務と，子どもの保護義務
に対応した積極的義務を負っているのである｡　
　先述した国連子どもの権利委員会からの勧告に
ついて，日本政府は2001年に同委員会への第2回
報告書の中で「児童福祉施設の体罰は，入所児童
に対する重大な権利侵害であり，決してあっては
ならないものである」とし，最低基準に施設長の
懲戒権濫用禁止，社会福祉法第82条「社会福祉事
業の経営者による苦情の解決」（苦情解決制度）の
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整備を挙げている。しかし，今に至っても施設内
での子どもへの人権侵害が行われている現状であ
る。政府は社会的養護の更なる向上に努めるべき
であり，職員は専門的知識と技術，価値と倫理，子
どもの権利，児童養護施設の目的を今一度学び直
し，援助に生かす必要がある。
　児童養護施設での適切な援助とは何かを考える
うえで重要な定義を以下に二点挙げたい。
　まず一つ目は2000年に国際ソーシャルワーカー
連盟総会にて採択されたソーシャルワークの定義
であり，それは次のようなものである。
　「ソーシャルワーク専門職は，人間の福利（ウェ
ルビーイング）の増進を目指して，社会の変革を
進め，人間関係における問題解決を図り，人々の
エンパワーメントと解放を促していく。ソーシャ
ルワークは，人間の行動と社会システムに関する
理論を利用して，人びとがその環境と相互に影響
しあう点に介入する。人権と社会正義の原理は，
ソーシャルワークの拠り所とする基盤である」12）
　二つ目は「保育所保育指針」である。それによ
ると「保育においては，保育士の言動が子どもに
大きな影響を与える。したがって，保育士は常に
研修などを通して，自ら，人間性と専門性の向上
に努める必要がある。また，倫理観に裏付けられ
た知性と技術を備え，豊かな感性と愛情を持って，
一人一人の子どもに関わらなければならない。」
と，保育士の具体的な資質として，「人間性と専門
性」を挙げ，その向上に努める必要性を記してい
る。
　つまり，職員は人権と社会正義の原理に基づく
援助を行い，スーパービジョンなどを通じて常に
自らの実践を振り返り，人間性と専門性を向上さ
せる努力を惜しまず，子どものニーズを最優先に
し，そして子どもの最善の利益を目指して行動す
るべきなのである。
５．なぜ施設内虐待が起きるのか
－ 児童養護施設の課題 －
　苦情解決制度の整備により，措置制度下の児童
養護施設でも，この制度によって，出来る限り
サービス提供者（児童養護施設）とサービス利用
者（子どもや家族）との対等な関係や利用者主体
の福祉サービスが提供されるように努めてはいる。
しかし，それでも児童養護施設ではいまだに施設
内虐待が起きているのである。
　筆者がその理由として考えるのは，第一には，
職員の「専門職としての価値と倫理」の問題であ
る。職員は福祉専門職であるので，当然ながら専
門職としての価値と倫理が問われる。国家資格で
ある社会福祉士，精神保健福祉士，介護福祉士，保
育士はそれぞれの職能団体が独自の倫理綱領を
持っている。
　児童養護施設で保育士を名乗って職務に就いて
いる者は，保育士国家資格を有しているので「全
国保育士会倫理綱領」を遵守せねばならない。
　一方，児童指導員には専門職としての倫理綱領
は存在しない。望月は，「社会福祉士の資格を有す
る指導員も増えつつあるとはいえ，児童指導員と
しての専門性が制度的に確立しているわけではな
い。」（望月彰，2004）13）と指摘している。児童指
導員とは，最低基準第21条第３項に「児童の生活
指導を行う者」と規定されているだけである。社
会福祉士や精神保健福祉士の国家資格を有しない
児童指導員は，社会福祉制度や援助技術の知識と
ともに，福祉専門職としての価値と倫理について
も現場で職に就いてから身につけていかねばなら
ない。これは現場の職員教育次第では，それらを
身につけないままである危険性も想定される。勿
論，有資格の児童指導員であれば，社会福祉士や
精神保健福祉士の倫理綱領をよく理解して援助に
あたるべきであるが，施設内虐待が度重なる現状
からは，どれだけの保育士と有資格の児童指導員
が倫理綱領を遵守しているのか甚だ疑問である。
　職員は，個人的な先入観や価値観だけで子ども
を判断するのではなく，「人権尊重」「自己実現」
「権利擁護」などの専門職の価値と，そこから導か
れる倫理と基準を自らの援助活動における指針と
するべきであり，それを各国家資格の職能団体が
倫理綱領として明文化している。それでも起きる
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児童養護施設での人権侵害は，職員が専門職とし
ての倫理を無視した結果の出来事であり，この目
を背けたくなる「事実」に全ての児童養護施設職
員は真摯に向き合い，倫理綱領の適切かつ充分な
理解と遵守を目指していく努力が急務である。
　第二には，職員養成の問題である。児童指導員
の任用資格は，最低基準第43条に定められ，そこ
にはソーシャルワーク専門職としての「社会福祉
士」若しくは「精神保健福祉士」は一切規定され
ておらず，まるで福祉の専門性は殆ど求められて
いないようにも感じられる。14）社会福祉士や精神
保健福祉士の国家資格を有しない児童指導員が専
門性を身に付けるには，現状では事前の養成教育
ではなく，職務に就いてからの現場研修に多くを
委ねている。職場内研修は必要であるが，児童指
導員がいわば「誰でもなれる」職である現在の任
用資格制度では，社会福祉学を全く学んだことの
ない児童指導員を教育する児童養護施設の努力や
負担は非常に大きくなっている。
　一方で保育士は，以前は児童福祉法施行令で児
童福祉施設に任用されるための資格として規定さ
れていたのが，2001年に改正された児童福祉法に
よって，名称独占の国家資格としてその職務や資
格内容が明記され，職務として従来の「児童の保
育」というケアワーク業務に加えて，「児童の保護
者に対する保育に関する指導」というソーシャル
ワーク業務の一つが加えられた。それにともない
保育士養成校におけるカリキュラムも変わり，「家
族援助論」や「社会福祉援助技術」などのソーシャ
ルワークに関する科目が幾つか追加された。
　網野が保育士国家資格化に一定の評価を与えつ
つも，「ケアワークおよびソーシャルワークを総体
的に担う保育士の職務について，立法や行政に基
づく制度的専門性とともに，理論と実践に基づく
臨床実践的専門性のさらなる構築が必要である」
（網野武博，2002）15）と述べているように，保育士
の専門性の確立については，まだ今後に期待する
部分も多い。
　また，保育士養成に関しては厚生労働省から全
国の養成校に対し，１科目半期15回の授業を必須
と通達されており，更に保育実習による授業公欠
制度も認められておらず，学生や養成校はハード
なスケジュールをこなさざるを得ない現状である。
特に２年制の短期大学や専門学校における保育士
養成は時間的に非常にタイトになっている。その
現状で，養成校教員は学生に専門的知識と技術，
そして価値と倫理を充分に教え，学生もしっかり
学びきることができているのであろうか。
　第三は，最低基準のあまりの貧弱さである。
ソーシャルワーカーとしての児童指導員はケア
ワーカーとしての保育士と合算して子どもの人数
に応じた数が定められ，両者はソーシャルワーク
とケアワークの境界線を超えた混然とした専門性
を求められている。最低基準第42条によれば，「児
童指導員及び保育士の総数は，通じて，満３歳に
満たない幼児おおむね２人につき１人以上，満３
歳以上の幼児おおむね４人につき１人以上，少年
おおむね６人につき１人以上とする。」と規定され
ている。驚くべきことに，これは24時間365日に
対する職員配置基準である。そして当然ながら勤
務時間は労働基準法に準じて週40時間を遵守しな
ければならない。したがって実質的には，職員１
人あたりの子どもの数は，満３歳に満たない幼児
の場合8.4人，満３歳以上の幼児の場合16.8人，少
年の場合25.2人である。この基準では深刻なニー
ズを抱える子ども達ひとりひとりを専門的に援助
するのは至難の業である。しかし，目の前にニー
ズを抱える子どもや家族がいる限り，職員は手を
抜かず，より良い質の福祉サービスを提供してい
かねばならない。
　また最低基準第46条では「児童と起居を共にす
る職員」つまり宿直職員を「児童指導員及び保育
士のうち少なくとも１人」と定めている。しかし
実際に施設で職員は，不安感から夜泣きをする子
どもや，夜間無断外出をする子どもなどへの対応
もしなければならず，宿直担当にも複数名の職員
が必要な状況である。
　この非常に劣悪な基準では，職員が心身ともに
疲れきる危険性があると同時に，その結果，子ど
も達と職員の信頼関係の構築と，そこに基づく子
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ども達へのセラピューティックな生活支援や人権
回復への援助が十分に保障されにくいという問題
をも生み出している。
　施設内虐待が後を絶たないのは，当該職員の価
値と倫理，資格制度，養成教育，最低基準など，児
童福祉制度自体に様々な問題があるからであると
考えられる。
６．児童養護施設が子どもの人権回復の場
となるための諸条件 － まとめと提言 －
　子どもの権利保障のための基本的課題が未解決
のままである児童養護施設を子どもの人権回復の
場として定着させるために，これまで述べてきた
ことをもとに，どのような条件を解決していかな
ければならないかについて考察し，提言したい。
　まず一つ目は，職員が専門職としての価値と倫
理についての課題を解決し，自らの使命を再確認
することである。
　西原は，児童指導員の専門性のひとつとして，
「子どもの基本的人権を擁護する役割でありなが
ら，子どもの最も近くに暮らす存在であるだけに，
同時にその人権を侵害する可能性の最も高い者の
一人であることを自覚しつつ実践を続けるという
基本姿勢を，心と身体と頭にしみ込ませているこ
と。」（西原雄次郎，2000）16）を挙げている。児童
養護施設という生活の場において，子どもと共に
いる職員は，子どもの最も良き理解者・支援者と
なりえる存在であると同時に，人権を侵害する恐
れが非常に高い存在にもなりうるのである。
　したがって，社会福祉士，精神保健福祉士，保
育士の養成校は，学生に専門職の倫理に関して充
分すぎるくらいまで指導し，卒業後には有資格者
は学校で学んだ倫理をもとに各職能団体の倫理綱
領を遵守し，また国家資格を持たない者は，先に
挙げた国際ソーシャルワーカー連盟のソーシャル
ワークの定義をよく理解し，自分は子ども達に
とってどのような存在であるべきかをあらためて
自分の胸に刻み込む必要があろう。
　ところで，職員に高い倫理性が求められるのは，
次の理由からである。第１に，既述のように，子
どもは受動的権利の享有主体であると同時に，能
動的権利の行使主体でもある。子どもがこのふた
つの権利を侵害されないために，職員はときに子
どもの「代弁者」としての役割を担わなければな
らない。第２に，学校や地域など子どもの生活す
る社会の規範は，自分の判断で自分の力で生活し
ていくことが当たり前であるとの前提で成り立っ
ているが，児童養護施設の子ども達は小さな背中
に背負いきれないほどの生活課題を抱え，それで
も必死に生きようとしている。彼らは，ときに社
会の規範についていけなかったり，うまく馴染め
なかったりする。例えば児童養護施設児が学校不
適応を示すのはよくあることである。したがって
職員は子どもと学校や地域など社会との「仲介者」
としての役割が必要となる。第３に，常に変化を
遂げる日本社会では，次々と社会問題が発生して
いる。例えば，既述のように全国の児童相談所に
寄せられる児童虐待通告・相談は増加の一途であ
る。児童虐待に関しては，被虐待児への援助（介
入）も職員の大切な役割であるが，同時にこの問
題を予防するために社会を変革していく「変革者」
としての役割も職員には必要である。
　これらをふまえて，職員が倫理綱領によって自
らの行動を律し，直接・間接的に自らを規制し，社
会的信頼を得る専門職として成長していかなけれ
ばならないのである。17）
　二つ目の条件は，資格制度の改革である。早急
に児童指導員任用資格に社会福祉士や精神保健福
祉士を入れるべきであろう。国家資格を有すると
いうことは，そのために学びを深め，良質なサー
ビスを提供できるという証であると同時に，それ
を自分自身に突き付けて専門職としての社会的責
任を自覚することでもある。そのようなソーシャ
ルワークの有資格者が増え，施設のリーダー的存
在として，専門的知識，専門的技術，そして価値
と倫理について職員を指導していけば，職員の人
権意識を向上させることにもなるであろう。
　また，保育士国家資格に関しても，養成校のカ
リキュラムがタイトすぎる現状ではあるが，「社会
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福祉」「児童福祉」「保育原理」「養護原理」といっ
た「保育の本質・目的の理解に関する科目」や「保
育実習」などでは，教員が保育士倫理綱領や子ど
もの権利条約などについてじっくりと説明し，学
生が保育士としての専門性を充分に習得してから
現場に出ていけるような養成校の更なる努力と社
会的責任が問われよう。
　更に有資格者は，日本社会福祉士会，日本精神
保健福祉士協会，全国保育士会が主催する研修会
に積極的に参加して学びを深めたり，他施設職員
との交流によって新たな知見を得たり，社会問題
について職能団体としてソーシャルアクションを
起こすことも出来る。そのような機会も間接的に
は子どもの人権回復にとって非常に大切なことで
ある。
　そして三つ目の条件は，児童福祉制度の早急な
改善である。直接処遇職員の定数に関しては，現
状の配置基準ではもはや様々なニーズを抱える子
ども達を援助するには限界を超えている。この基
準は，日本国憲法第25条，社会福祉法第１条，児
童福祉法第１条の理念を満たすに足りるものとは
到底思えない。早期にこの人員配置基準を改正す
ることを求めたい。現場の職員がもっと社会に対
してソーシャルアクションを起こすことが必要で
あるとは思うが，子どもたちのニーズに応えよう
と必死に努力を重ねる職員ほど，バーンアウトし，
退職してしまう者も少なくない。18）19）
　更に，職員の待遇も改善する必要がある。福祉
人材センター 20）の求人情報では，児童養護施設の
非常勤職員の時給は，現行では概ね800円台から
1100円台が相場のようである。この賃金設定は専
門職，特に国家資格を有する者への待遇として妥
当であるとは思えない。先述のように非常に難し
い専門業務を，非常に過酷な状況で行う者への待
遇は，その業務内容に準じるべきである。待遇の
悪さが職員の専門職としての意識を低下させる危
険性もあり，それは結果的に子どもの権利侵害へ
と繋がる可能性も否定はできない。実際に待遇面
での厳しさを理由に退職する職員も多い。措置費
は単に最低基準を満たすに過ぎないので，措置費
のあり方に関しても職員は政府に改善を訴えてい
く必要があろう。
　四つ目の条件は，子どもの権利条約第12条「意
見表明権」の保障である。社会福祉分野ではこの
条文を「単なる意見表明の機会」として捉えるの
ではなく，「児童の自己決定を保障する」という理
解がなされている。しかし喜多は，我が国におけ
る子どもの意見表明権の理念の障害と課題として，
「『わがまま助長・甘やかし』世論」（喜多明人，
2003）21）を挙げている。我が国においては，子ど
もの意見表明，つまり自己決定を尊重するには大
人側に問題があるとして，（1）「権利行使＝わが
まま・甘やかし」世論の問題，（2）旧来からの特
に教育界に多く見られる「指導」「管理」の対象と
しての子ども観，（3）子どもの意見表明，権利行
使を支援する大人側の経験不足・実践的力量の問
題，の３点を挙げている。児童養護施設への入所
は措置制度である。措置制度は「サービス提供者
－サービス受給者」という上下・主従関係を持つ。
そしてそれが児童養護施設内でも存在しており，
意見表明権が充分に保障されていないことは，既
述の入所児童の手紙が証明している。
　また，本条文第１項では，「自己の意見を形成す
る能力のある児童」そして「児童の意見は，その
児童の年齢及び成熟度に従って相応に考慮される
ものとする」と記されている。喜多は「日本では，
とかく子どもの年齢や発達段階，障害の有無など
によって，意見表明権の行使をむやみに制限する
傾向がある」（喜多明人，2003）22）と述べているが，
この条文は，能力や年齢によって意見表明権を制
限するものではなく，全ての子どもの意思を尊重
すると捉えることが福祉実践の原理にかなってい
るといえる。
　既述のように，我が国においては意見表明権に
関して大人側の問題が解決しきれていない。改め
て強調するが，法律はそれ自体を作ることは確か
に大切なことでる。しかし本当に大切なことは，
その法律が人間のために適正に運用されているか
どうかであろう。法律は人間が人間の生活のため
に作るものである。法の心とは人間の心なのであ
77
人権回復の場としての児童養護施設の課題
る。例えば，苦情解決制度を整備しても，それを
有効に運用するには，制度整備と同時に子どもと
職員との間で信頼関係を築くことが大切である。
児童養護施設という生活の場での子どもの苦情や
意見は，面接室や意見箱のようなあらたまった機
会や場所だけではなく，何気ない日常の営みの中
で発せられることが多くあるからである。職員は，
子どもがそばにいてホッと安心でき，何でも気軽
に話すことが出来る存在となり，そして日常生活
の中で子どもからの言語的，非言語的な何気ない
サインを何一つ見逃さずにしっかり受け止め，子
どもの代弁者として行動することが，苦情解決制
度を適切に運用する要素なのであろう。そのよう
な子どもと職員の信頼関係は，同時に意見表明権
を保障することにもなる。
　しかし，非常に短期間で職員が退職していると
いう現実は，夢を持って養成校で児童福祉を学び，
現場に出てからは子どもを中心に，子どものニー
ズを最優先して熱心に勤務してきた職員と子ども
達との信頼関係の構築や，子どもが安心して生活
できる環境構成などが充分に保障されるとは限ら
ないという事実を表している。そしてそれは同時
に児童養護施設での子どもの権利保障が充分に行
われているとは必ずしも言えないという事実も表
している。現在の児童養護施設は様々なニーズを
抱えて，ケアの難しい子ども達が入所しており，
職員の仕事量は必然的に激増している。これを現
行の職員配置基準で行うのは無理な話である。望
月は，「勤続年数が短いということは，児童養護施
設における職員の専門性が蓄積されていないとい
うことでもあり，困難な労働条件の下で働き続け
ているベテラン職員をいっそう過酷な状況に追い
込むことになる。そのことは，不適切な処遇ある
いは施設内虐待等，施設における子どもの人権侵
害のリスクを高めている」（望月彰，2004）23）と述
べているが，このような過酷な現実は，社会福祉
基礎構造改革以降，我が国が進めてきた利用者の
自己決定の尊重などを目指した法制度と，現場と
の大きな乖離を示している。
　児童養護施設が子どもたちの人権回復の場とし
て定着するためには，以上述べてきた四つの条件
の解決が早急に必要であると筆者は考えるが，そ
れには研究者のみならず，現場の職員も何らかの
形で児童養護施設の現状を社会に対して訴え，児
童の最善の利益のために「大人側の解決しきれて
いない問題」を解決するように社会を導くことも
急務である。
７．おわりに
　近年は「障害者自立支援法」制定や「介護保険
法」改正などが大きな出来事としてあり，それら
は利用者にとっては改悪であったが，そうした改
革の議論にすら上らず，措置制度が継続され，い
まだに施設内での人権侵害が起きることのある児
童養護施設が，「心的外傷の癒しと，著しく侵害さ
れた人権回復の場」として適切に機能するために，
我々児童福祉従事者はネットワークを作り，社会
に対してもっとソーシャルアクションを起こして
制度を変革し，職員ひとりひとりがゆとりをもっ
て勤務し，更に専門的知識，技術，価値と倫理を
高める研鑽を積んでいけるような労働環境づくり
への努力が重要であろう。
　ノーマライゼーションの観点からしても，「子ど
もだから」という理由で大人によってその人権が
侵害されることがあってはならない。心も人権も
ズタズタに傷つけられ，それでもより良く生きた
いと心の奥底で願っている子どもたちの自由権と
社会権の双方を保障し，彼らの心の声を代弁し，
自分らしい人生を自分の責任で選択していけるこ
とへの援助こそが，「生活支援の専門職」である職
員の社会的使命である。
　児童福祉に関しては，本論文で筆者が提起した
問題以外にも様々な課題が山積されている。それ
らについても，筆者が今後研究をすすめる過程で
検討し，社会に対して更に積極的に提言をしてい
きたい。
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The Issues concerning the problem of Children’s Home to restore
children’s rights
－ To establish that Children’s Home should be a safe place to restore children’s rights －
Nagai, Ryo
Recently the number of abused children in Japan is increasing. The Ministry of Health, Labor and
Welfare reported that there are 37,343 cases of child abuse in 2006.
Because of innumerable traumatic experience abused children are distressed by seriously disturbed
emotions.
And moreover according to The Child Abuse Prevention Law, Article 1, Child abuse is a grievous
infringement on the rights of children, which can have serious effects on their mental and physical growth and
character formation.
Abused children have any kind of PTSD and the infringement on the rights of human beings.
Child Social Worker and Child Care Worker of Children’s Home should have the mission to care the
children therapeutically and to restore their infringed rights.
The environment of Children’s Home must be safe and the children must feel secure before growth
may occur. All aspects of the environment have therapeutic significance and contribute to the success of the
treatment program.
But now in Japan I’m alarmed by some reports about the child abuse in Children’s Home.
I believe that the care for children should be value-based. And I believe that children and associates
alike have enormous potential for growth which can be realized if the environment is both supportive and
challenging.
That’s the reason why I’d like to propose that Child Social Worker and Child Care Worker of Children’s
Home in Japan should begin their study with human rights now and they must be entrusted with reexamination
of their mission and value as the professional.
Key Words : Children’s Home / Child Abuse in Children’s Home / Restore of Infringed Children’s Rights /
Mission and Value as a Professional / Convention on the rights of The Child, Article 12.
